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我が国では，これから数年間で，新幹線の開業が相次ぐこととなる．新幹線は巨額の投資を伴うため，

その効果の検証は重要であり，新幹線整備が与えた効果については，様々な観点から事例研究が行われて

きた．しかし，ストック効果として重要な人口に与えた影響については研究が少なく，不明な点が多い．

そこで本研究では，全新幹線路線を対象に，新幹線が，駅の位置する市区町村の人口にどのような影響を

与えたかを検証する．検証には，個別因果効果を推定可能な Synthetic Control Method（SCM）を用いる．

ただし，処置群と類似する対象群が構築できないケースがあったため，バイアス補正を施す Augmented 

SCMを用いることとした．検証の結果，路線・市区町村ごとに明らかな効果の異質性が見られた． 
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1. はじめに 

 

 2008年，日本の人口は減少に転じた．特に地方の人口

減少は深刻な状況となっている 1)．表1に1875年と2020

年の日本の都市別人口ランキングを示す 2)．ここで，

1875年にランキングに入っていたにもかかわらず，2020

年のランキングに入っていない都市に注目したい．和歌

山市，徳島市，福井市は新幹線が未整備である．さらに，

金沢市，鹿児島市，富山市，熊本市は新幹線の整備時期

が 2000 年以降である．このような事実から，新幹線の

有無や整備時期が都市のその後の人口に影響したという

指摘がなされているされている 3)． 

さて，新幹線の整備効果には，直接的な効果と間接的

な効果が存在する．直接的な効果は時間短縮による利便

性の向上や滞在可能時間の増加であり，間接的な効果に

は，地域経済の振興や地域格差の是正などがある 4)．人

口変動は後者に分類できるが，これと新幹線の整備との

因果関係を証明することは容易ではなく，研究事例は必

ずしも多くはない．しかし，近年では，統計的因果推論

の発展によって 5)，交通インフラが人口変動に与えた影

響の検証のためのツールセットが揃いつつあり，実際に

我が国を対象としたいくつかの検証研究も行われている
6)–8)．このような背景を踏まえ，本研究では，既往研究

と異なり，戦後から 2000 年までのすべての新幹線を対

象に，Synthetic Control Method（SCM）9)を用いて新幹線の

整備が人口に与えた平均的な効果だけではなく，市区町

村あるいは路線ごとの個別効果の推定を試みる．ただし，

標準的な SCM では，処置群と類似する対象群が構築で

きないケースがあったため，バイアス補正を施す

Augmented SCM（ASCM）を用いることとした 10)． 

 以下，第 2章では既往研究のレビューを行う．第 3章

では，本研究で使用するデータの概要について説明し，

第 4章では分析に用いる手法を示す．続いて第 5章では

実際に検証を行い，最後に第 6章で結論と今後の課題を

述べる． 

表 1 都市別人口ランキング 

 1875年 1965年 2020年 

1位 東京 東京 23区 東京 23区 

2位 大阪 大阪 横浜 

3位 京都 名古屋 大阪 

4位 名古屋 横浜 名古屋 

5位 金沢 京都 札幌 

6位 鹿児島 神戸 福岡 

7位 広島 北九州 川崎 

8位 横浜 川崎 神戸 

9位 和歌山 札幌 京都 

10位 仙台 福岡 さいたま 

11位 徳島 大田区 広島 

12位 富山 世田谷区 仙台 

13位 熊本 広島 千葉 

14位 福岡 静岡 北九州 

15位 福井 新潟 堺 
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2. 既往研究レビュー 

 

 新幹線と人口変動に関する日本での萌芽的な研究とし

て，中川ら (1993)11) が挙げられる．彼らは，鉄道整備が

市町村人口に及ぼしてきた影響を，鉄道整備状況ごとに

市町村を分類して人口増加率の平均を比較した．その結

果，鉄道整備の有無別に市町村を分類すると，整備され

た市町村の人口増加率が明確に高いことが明らかとなっ

た．また，かつて人口規模が同一であった市町村を比較

しても鉄道整備時期によってその後の人口増加率に明確

な違いが存在することが明らかとなった．平松・米田 

(2018) 6) は，九州新幹線の開業が沿線市町村の人口に及

ぼした影響を差分の差法で分析した．分析の結果，九州

新幹線の全線開業により新幹線ネットワークへのアクセ

スを新たに得た市町村では，人口変化率が有意に高いこ

とが示された．落合ら (2019)7) は，傾向スコア重みづけ

法を用いて，1985－2015年にかけて新幹線が人口に与え

た影響を検証し，市区町村が新幹線駅の近くに有る場合，

無い場合に比べて 5.5－8.0万人人口が多い傾向を示して

いる．柳川ら (2020)12) は，パネル分析に基づき，鉄道イ

ンフラの偏在が人口移動に影響をもたらし，鉄道整備の

東京圏への一極集中が，人口の東京圏への 一極集中を

もたらす可能性を示した． 

 本研究は，これらの既往研究と異なり，新幹線の整備

が人口に与えた個別効果の推定を試みる．新幹線の効果

は，効果が正であった場合も，そうでなかった場合もあ

ると考えられ，それらを個別に抽出することで，事例ベ

ースの検証との橋渡しをすることが研究の一つのねらい

である． 

 

 

3. 分析データ 

 

 本研究では，統計情報研究開発センター/日本統計協

会（編）の『市区町村人口の長期系列』の1920年－2000

年までの 17 時点の国勢調査人口データを用いる．その

間に市町村合併で統廃合された市区町村が存在するが，

分析においては 2000年時点で統一している． 

 また，新幹線の開業情報は，国土数値情報（国土交通

省）から取得し，各市区町村に新幹線駅有無ダミーを結

合した． 

 

 

4．分析手法 

 

(1) Synthetic Control Method (SCM) 

 本節では，SCM について概説する．SCM とは，一言

でいえば，ある処置（新幹線の開業）を受けた個体（市

区町村）に対し，その処置の効果を分析する際の，比較

対象となる対照を，処置を受けていない複数の個体のア

ウトカムを加重平均することにより合成的に形成する手

法である．この合成された対照を Synthetic Control (SC) と

呼び，SC を形成するための非介入個体の集合をドナー

プールと呼ぶ．ドナープールに含まれる個体のアウトカ

ムの加重平均値である SC を反実仮想値として，実際に

観測された処置個体のアウトカムと差分をとることで処

置効果を明らかにする．今，J＋1個の個体があり，一般

性を失わずに，1 番目の個体（ j = 1）のみが処置を受け

たと仮定する．処置の事後期間を t > T0 とする．また，

各個体に対応する𝑘 × 1 の説明変数のベクトルは，それ

ぞれ 𝑿1, … , 𝑿𝐽+1で与えられるとする．このとき，t > T0

の処置効果は以下の式で推定することができる． 

𝛼̂1𝑡 = 𝑌1𝑡 − ∑ 𝑤𝑗𝑌𝑗𝑡

𝐽+1

𝑗=2
 

ただし，𝑤𝑗 ≥ 0，𝑤2 + 𝑤3 ⋯ 𝑤𝐽+1 = 1 である．ここで，

𝛼̂1𝑡 が処置効果であり，𝑌𝑖𝑡  は処置個体の実際のアウトカ

ム，∑ 𝑤𝑗𝑌𝑗𝑡
𝐽+1
𝑗=2  は反実仮想のアウトカムを示す．重み𝑤𝑗

は，処置前の期間に着目し，下記の距離を最小化するよ

うに求める． 

 

‖𝑿1 − 𝑿0𝑾‖𝑽 = √(𝑿1 − 𝑿0𝑾)′𝑽(𝑿1 − 𝑿0𝑾) 

 

ここで，𝑾は𝑾 = (𝑤2, ⋯ , 𝑤𝐽+1)′ の 𝐽 × 1 ベクトルであ

り，𝑽は𝑘 × 𝑘 の正定値性を満たす何らかの対角行列で

ある．前述のとおり，𝑿1は𝑘 × 1 の説明変数ベクトルで

あり， 𝑿𝟎は𝑘 × 𝐽 の説明変数行列である．𝑽は処置前期

間における処置個体のアウトカムとその SC との平均二

乗予測誤差（MSPE）が最小になるように選択する．

MSPEは以下の式であらわされる． 

𝑀𝑆𝑃𝐸 =
1

𝑇0

∑ (𝑌1𝑡 − ∑ 𝑤𝑗𝑌𝑗𝑡

𝐽+1

𝑗=2

)

2𝑇0

𝑡=1
 

 

(2) Augmented Synthetic Control Method (ASCM) 

 SCM は，処置前の期間において，処置を受けた個体

とその SC がよく一致していないと処置効果にバイアス

が生まれるため，使用すべきでないということが提案者

によって示されている．この点について，本研究では 2

つのアドホックな解決策と，1 つのモデル上での解決を

試みる．モデル上での解決は，ASCM の利用である．

ASCMは比較的近年提案された方法であるが，処置前の

期間において処置を受けた個体とその SC がよく一致し

ていない場合に，その乖離（バイアス）を事後期間に足

(1) 

(2) 
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し合わせる形で補正することを試みるものである．詳

細については，Ben-Michael et al. (2021)10) を参照され

たい． 

 

5．分析結果 

 

(1) 分析のための設定 

 本研究では，𝑿1として，過去3時点の人口を用いるこ

ととした．このように，事前期間のアウトカム変数を

用いることは SCM において標準的である 9)．逆に言え

ば，説明変数が用意しずらい文脈でも使いやすい方法

であるといえる． 

 4 (2) で述べた通り，SCM は，処置前の期間におい

て，処置を受けた個体とその SCがよく一致していない

と処置効果にバイアスが生まれるため，使用すべきで

ないということが提案者によって示されている．これ

については，ASCM を用いることに加えて，2 つの改善

策を考えた．1 つ目は，同規模の対照群が存在しない大

きな自治体を分析対象から外すことである．2 つ目は，

重み付き平均をとる対象を，比較的類似した自治体に

絞っておくということである．具体的には，遺伝的マ

ッチング 14)によって過去3時点の人口が似通った10個の

処置を受けていない自治体を探索した．遺伝的マッチ

ングを用いた理由は，マハラノビス距離によるマッチ

ングと傾向スコアマッチングと比較して，平均的にみ

てより処置個体に近い SC の構築が可能であったためで

ある．しかしながら，10 個という個数については，今

後感度分析的な考察が必要である． 

 

(2) 分析結果 

 以下に，ASCMによる新幹線開業効果の推定結果を示

す．なお，分析は，路線・開業年度ごとに行った．具

体的には，a) 東海道新幹線（1964年開業），b) 東海道新

幹線（1988年開業），c) 山陽新幹線（1972年開業），d) 

山陽新幹線（1988 年開業），e) 東北新幹線（1982 年開

業），f) 上越新幹線（1982年開業）である．なお，分析

にあたって人口には自然対数をとった． 

a) 東海道新幹線の開業効果（1964年開業駅） 

図1は東海道新幹線のうち，1964年に開業した駅の処

置効果を示す．ただし，東京都区部，横浜市，名古屋市，

京都市，大阪市は人口が同規模の対照群が存在しないた

め，分析対象外とした．横軸の 0が開業時点を示してい

る．開業から 2000 年までの平均処置効果は開業後一貫

して負となっている．2000 年時点の平均処置効果は–

0.132 である．個別効果をみると，羽島市，浜松市，豊

橋市は正の効果が得られた．その一方で，小田原市，熱

海市は負の推定結果となり，2000年時点の処置効果は両

市とも約–1.0となっている． 

b) 東海道新幹線の開業効果（1988年開業駅） 

図2は東海道新幹線のうち，1988年に開業した駅の処

置効果を示す．1988年に東海道新幹線に新たに開業した

駅はすべて請願駅である．開業から 2000 年までの平均

処置効果は正となっている．2000年時点の平均処置効果

は 0.061 である．個別効果をみると，富士市，掛川市，

安城市の 3市すべての推定結果が正となっている．特に，

掛川市の 2000年時点の効果が 0.08を超えている． 

c) 山陽新幹線の開業効果（1972年開業駅） 

図3は山陽新幹線のうち，1972年に開業した駅の処置

効果を示す．開業から 2000 年までの平均処置効果は正

 

図 1 東海道新幹線の開業効果（1964年開業駅） 

 

 

図 2 東海道新幹線の開業効果（1988年開業駅） 
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となっている．2000年時点の平均処置効果は 0.038であ

る．個別効果をみると，広島市，福岡市などの大都市は

正の推定結果が得られた．その一方で，倉敷市，三原市

などの中規模の都市では推定結果が負となった． 

d) 山陽新幹線の開業効果（1988年開業駅） 

図4は山陽新幹線のうち，1988年に開業した駅の処置

効果を示す．1988年に山陽新幹線に新たに開業した駅は

すべて請願駅である．開業から 2000 年までの平均処置

効果は–0.015となっている．2000年時点の平均処置効果

は 0.061 である．個別効果をみると，富士市，掛川市，

安城市の 3市すべての推定結果が正となっている．特に，

掛川市の 2000年時点の効果が 0.08を超えている． 

e) 東北新幹線の開業効果（1982年開業駅） 

図5は東北新幹線のうち，1982年に開業した駅の推定

結果である．開業から 2000 年までの平均処置効果は

0.045である．2000年時点の平均処置効果は 0.071となっ

ている．個別効果をみると，福島県の西郷村の 2000 年

時点の推定結果が 0.3 と非常に大きいことが確認できる．

また，2000年時点のすべての駅の効果が正となっている． 

f) 上越新幹線の開業効果（1982年開業駅） 

 

図 3 山陽新幹線の開業効果（1972年開業駅） 

 

 

図 4 山陽新幹線の開業効果（1988年開業駅） 

 

 

 

図 5 東北新幹線の開業効果（1982年開業駅） 

 

 

図 6 上越新幹線の開業効果（1982年開業駅） 
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図6は上越新幹線のうち，1982年に開業した駅の処置

効果を示す．開業から 2000 年までの平均処置効果は

0.003 である．開業直後の平均処置効果は負であるが，

2000年時点の平均処置効果は 0.007となっている．個別

効果をみると，新潟県南魚沼市の 2000 年時点の推定結

果が約0.17と非常に大きいことが確認できる．その一方

で，群馬県みなかみ町の効果は 2000 年時点で約-0.12 と

大きな負の効果が表れた． 

g) 路線ごとの平均処置効果比較 

 東海道新幹線のうち，1964年に開業した駅の平均処置

効果は負となっている．しかし，その他の新幹線の2000

年時点での平均処置効果は正である．特に，東北新幹線

の平均処置効果は 4路線中最大であり，2000年時点での

平均処置効果は 0.071となっている． 

 

(3) 考察 

 人口増加効果が示された市町村は 3つに分類できる．

1 つ目は，工業が盛んな市町村である．安城市や掛川市

が当てはまる．これらの市町村は新幹線駅開業と同じ時

期に工業団地を誘致している．2 つ目は，駅開業時の人

口が少ない市町村である．西郷村や羽島市が当てはまる．

これらの市町村は，駅開業前に人口が同規模だった市町

村と比較して大きく人口が増加しているため，今回の分

析結果でも大きな人口増加効果が示されたと考えられる．

3 つ目は，大都市のベッドタウンになった市町村である．

羽島市や東広島市が当てはまる．羽島市は名古屋市のベ

ッドタウンとして開発が進んだ．東広島市は広島市のベ

ッドタウンとして開発が進んだ． 

 人口減少効果が示された市町村は 2つに分類できる．

1 つ目は，観光需要があるものの人口が減少している市

町村である．熱海市，尾道市，みなかみ町が当てはまる．

これらの市町村には，観光需要を考慮して新幹線駅が設

置されたものと考えられ，観光業事体は衰退していない

ものの，新幹線駅の開業により人口が増加したり，人口

減少に歯止めがかかったりする効果は示されなかったも

のと考えられる．特に，熱海市は観光地・保養地として

確固たる地位を築いたが，旅行形態の多様化の影響を受

けたものと考えられる．  

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，新幹線整備が市町村人口に与えた影響を

Augmented Synthetic Control Method (ASCM) を用いて分析を

行った．検証の結果，路線・市区町村ごとに明らかな効

果の異質性が見られた．今後の研究課題は 3点存在する．

1 点目は，産業の集積状態を考慮することである．市区

町村の人口は産業の集積状態に依存しているため，新幹

線が市区町村人口へ及ぼした影響をより正確に分析する

には考慮が必要だと考えられる．2 点目は，他の社会資

本整備状況の考慮である．新幹線整備と同時期に高速道

路や空港の整備も進められてきた．新幹線の整備効果は

このような他の社会資本整備による効果を引く必要があ

る．3 点目は，アナウンスメント効果の考慮である．新

幹線の効果は，開業以前にも発生している可能性がある

ため，今後検討が必要である． 
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